














































































































7　いわゆる最小有効多様性の議論である。Ashby W. R., Requisite variety and 

























































































































































































































































































































　なお、2018年に施設外就労加算（利用者 1 人／ 1 日につき1，000円）の
改定があり、それまで一部について受給できなかったが、就労人数分を受
給できることになったため、結果的に 1 ユニットのパート職員を 1 名増や















































































を担う障がい者 2 名を名張育成会から2019年 6 月と 7 月にそれぞれ雇い入
れている。維雅幸育会からの直接雇用はないものの、施設外就労から直接
雇用への流れも見ることができる。なお、施設外就労に参加していない




















































2 名、施設外就労以外から 1 名が直接雇用されている。
　なお、施設外就労に携わる利用者であるが、2018年にサラヤ㈱の請負型
施設外就労を開始した時点では、 4 名の利用者で当たったが、間もなく 1
名増え、5 名が当施設外就労に参加している。内訳は、精神障がい 3 名（B
型事業所）、知的障がい 2 名（就労移行支援事業所）である。作業は、火
曜と木曜の13：30～15：30で行い、職員 1 ～ 2 名、利用者 3 ～ 4 名の体制
であった。
　その後、上記のように、2019年 6 月に知的障がい者 1 名、 7 月に精神障
がい者 1 名がサラヤ㈱に雇用されたため、精神障がい者 1 名（表 1 のT氏）
が新たに加わり、2019年 7 月25日現在で、 4 名の利用者が携わっている。
その内訳は、 3 名が精神障がい（B型事業所）、 1 名が知的障がい（就労







1 にあるように、2019年 6 月の工賃月額11は、上記 1 名の知的障がい者の
場合、月額16，845円であり、施設外就労を開始する直前の工賃3，410円に


























T氏（精神） 1，900円 2019.2.1～28 26，137円






































































































































































































































ユニットを組み、生産ライン 1 つを丸ごと請け負う図 1 の基本モデルの形
態も事例が存在する。さらに、外延的拡大を示す図 2 のうち、複数の企業
が就労支援組織と連携する事例も存在する。ただ、伊賀市の請負型施設外
就労の場合、①着手の時期から言って先駆的意味があること、②すべての
参画主体のメリットを実現している点で高いパフォーマンスを上げている
こと、③請負型施設外就労において複数の就労支援組織が密に連携してい
ること、④地域内内部労働市場へと展開しうる図 3 の内部労働市場が形成
されてきていることが着目すべき点として指摘できるように思われる。
（ 4）形態の成立要件
　基本モデルが成立するには、障がい者が担うことができる程度に単純化
が可能な一連のまとまりをもった業務を他の業務から時間的・空間的に切
り出し、就労支援組織が出向いて作業を行うに見合うほどの量を、毎日も
しくは頻繁に請負に出すことができる企業が存在することが必要である。
伊賀市の例は、製品の製造ラインであった。障がい者の就労例が多く見ら
れる製造業で、規模がある程度大きな企業が存立することが必要というこ
とになろう。全国に見られる産業集積地や産業団地には、このような企業
が存在している可能性が高い。しかも、産業集積地や産業団地であれば、
複数の企業が存在しており、外延的拡大を示しやすい。
　ただし、切出し業務量が少ない企業や規模が小さな企業でも、同じよう
な業務を切り出すことができる企業が複数存在する場合、サテライトの作
業場を設置し、そこに機械や原料を持ち込んで障がい者が作業を行う形態
もありうる。ただ、その場合、企業は請負ではなく、雇用したうえで業務
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に当たらせることができるため、たとえ請負契約での実施が可能であった
としても、企業が法定雇用率の確保を重視する場合、請負型をあえて選択
する可能性は低いと思われる。
　また、企業側の要請に理解を示し、必要な人数の障がい者を適時確保し、
訓練や現場の対応を含めて、作業を実施することができる就労支援組織が、
企業に通いやすい距離に存在することが必要となる。就労支援組織は全国
どこにでもある。外延的拡大になるが、規模が小さくても、伊賀市の事例
のように複数の組織が連携すれば、請負は可能である。
（ 5）インセンティブメカニズム
　このような形態が成立し、継続的に機能するためには、構成主体それぞ
れのコミットメントを担保するモチベーションに働きかけるインセンティ
ブが確保される必要がある。このインセンティブメカニズムとそれを充足
する要因の普遍性が高ければ高いほど、一般性が高くなる。
　企業の場合、業務の質が確保されれば、人手（作業量）の確保とコスト
削減がインセンティブになりうる。サラヤ㈱では、戦力になっているとい
う評価とともに、外注や内製に比べて安くできている、標準化に資すると
の評価が聞かれた。また、障がい者のマナーについて高く評価しており、
社内での人間関係の点で受け入れがスムーズにいっていることも重要な要
因と言える。
　㈱ミルボンでも、生産ラインの稼働にとって必要であるという話を聞く
ことができた。過去の失敗の経験があった㈱ミルボンであったが、受け入
れを進められた背景には、支援者が同行する点があった。加えて、星取表
を運用していることで、作業に当たる障がい者のスキルアップやモチベー
ションにつなげている取り組みも期待に応えることになっている。また、
社内の雰囲気がよくなっているという評価も聞かれた。
　戦力化、コスト、受け入れのスムーズさ、社内の人間関係への影響が企
業にとって、参画のポイントになると言えるように思われる。
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　これらのうち戦力化・コスト・受入れのスムーズさについては、作業と
のマッチングを図ったり、支援者が同行したり、星取表を運用したりする
ことでクリアすることができ、就労支援組織にとって格段に難しいハード
ルではないように思える。
　また、社内の雰囲気改善などのダイバーシティ効果は、障がい者のマナー
や働く姿、その成果が評価されるなどして受け入れがスムーズにいったり
軋轢がなかったりする場合に生じやすいものであり、どの会社でも享受で
きる可能性がある。
　他方、就労支援組織側にとっては、工賃向上が大きな問題意識であった。
B型事業所としては高い工賃を実現しており、目的を充足する連携となっ
ている。すべての組織というわけではないが、工賃向上に対する問題意識
を持っている就労支援組織はどの地域にもあり、一般性が期待できると思
われる。また、障がい者も楽しみにしているなど、いわばやりがいを持っ
て働いていることは、多くの障がい者支援組織にとって取り組みに積極的
になりうる要因と言える。
　これらの企業側・就労支援組織側の要因は、連携企業の拡大や就労支援
組織間の連携という外延的拡大にとっても重要な要因になると思われる。
（ 6）環境要因
　環境要因とは、補助金や法規制などの制度要因、地域の考え方や習慣、
地理学的条件などの地域要因、取り組みを支えた人物の素養や行動、企業
側の受入れ態勢といった主体的要因などである。インセンティブメカニズ
ムの構成要因になる場合もある。
　①制度要因
　【補助金】
　まず、請負型施設外就労の仕組みは、取り組みに対して県や市などから
の補助金を受けて成立し、維持されてきたものではない。この点は重要で
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ある。補助金頼みの取り組みはどこかに無理があり、補助金が打ち切られ
たとたん瓦解する可能性がある。つまり、システムが永続的に機能するた
めには、機能要件を自律的に再生産するか、外部からの資金などの提供を
永続的に可能とするインセンティブメカニズムが必要である。しかし、資
源の枯渇や、インセンティブメカニズムの機能不全などの可能性から、外
部資源への依存は、リスク因子であり、システムの脆弱性要因となる。
　また、既述のように、企業には在宅就業支援制度に基づいて発注額に応
じた特別調整金が支給されるが、参画している規模の企業にとってはむし
ろ、法定雇用率への算入の方が重要な意味を持ち、モデル化の必須要件と
は言えない。この点は、インセンティブメカニズムの構成要因でもあり、
むしろ、実雇用率に算入できないことが広がりを阻害する可能性がある。
　【実雇用率への参入可能性】
　つまり、実雇用率に何らかの形で算入するか、それに代わって企業の取
り組みを表現する指標を設定することができれば、阻害要因にならなかっ
たり、取り組みを促したりする可能性がある。実際、当請負型施設外就労
の場合、㈱ミルボンは、調整金ではなく、実雇用率への算入を希望してい
る。また、ロート製薬㈱や㈱ミルボン、サラヤ㈱では、直接雇用の事例が
蓄積されてきており、さらに、地理的制約から実現に至っていないが、び
いはいぶに対してチョーヤ梅酒㈱とサラヤ㈱から直接雇用の話が来ていた。
各社とも深刻な人手不足に陥っているわけではないことを勘案すれば、直
接雇用に対する志向性があることを意味している。
　図 4 は、法定雇用率の水準と実雇用率の推移をまとめたグラフである。
複数年にわたって横に線を引き％を記した部分が法定雇用率、折れ線グラ
フが実雇用率である。実雇用率は上昇傾向にあり、企業の障がい者雇用に
対する意識が高まっているように見える。しかし、法定雇用率を追いかけ
ているだけとも言える。雇用に対する意識が高かったり、コスト減や戦力
化などのメリットを見出したりして積極的に雇用しているのであれば、最
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初から雇用率は高かったはずだからである。日本では、コンプライアンス、
特に法令順守に重きが置かれる傾向があり、それが背景にあることがうか
がえる。それゆえ、法定雇用率といった公的な指標や社会的コンセンサス
を得た指標への算入は、取り組みを広げるために重要な要素になりうる。
　ただ、法定雇用率は障害者雇用促進法に裏付けられているため、法定雇
用率に何らかの形で反映させる場合、法改正の必要が生ずる可能性がある。
また、企業にとって採用、育成、定着支援等のコストを節約できるため、
雇用回避の抜け道として使われる可能性もあるし、過度の生産調整弁とし
て使われる可能性もある。また、価格交渉に不慣れな就労支援組織側を買
いたたく可能性もある。
　この点については、伊賀市の事例を調査した埼玉県立大学の朝日雅也教
授が「インクルーシブ就労率」という指標を提起している14。請負型施設
外就労への発注額を直接雇用障がい者の平均給与額で割る。給与額の点か
14　2019年10月5日（土）日本財団で開催された会合における朝日雅也教授のプ
レゼン資料より。
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ら直接雇用障がい者数に換算するのである。その数値を直接雇用障がい者
数と合計し、従業員数で割ったものが「インクルーシブ就労率」である。
障がいの程度などを考慮に入れにくいこともあり、法定雇用率に算入する
ことを主張するのではなく、取り組みのパフォーマンスを示すもう 1 つの
指標として提起されたものである。
　興味深い提起である。コンプライアンスに力を入れる傾向がある日本の
企業にとって、このような指標が社会的コンセンサスを得て周知されれば、
障害者雇用促進法を改正せずとも積極的な取り組みを促す可能性がある。
　【報酬の制度】
　また、インセンティブメカニズムに関わってくるが、参画主体の価値判
断とそれに対応する制度要因は大きな意味を持つ。施設外就労によって工
賃は上がるものの、現在の報酬制度の下では、就労支援施設側の報酬は、
施設内の作業と施設外就労とで違いはなく、場合によっては、施設外就労
に着手した当初の維雅幸育会のように職員に負担をかける可能性もあるた
め、障がい者が受け取る工賃の向上や仕事におけるインクルージョン、障
がい者のやりがい、キャリア開発などに大きな意義を見出さない就労支援
組織にとっては、魅力に欠けるものとなっている。
　これでは、問題意識のある企業や就労支援組織を超えてさらに多くの企
業や就労支援組織を巻き込む外延的拡大は難しい可能性があり、問題意識
を持つ企業や就労支援組織が存在しない地域では本取り組みの展開自体が
難しい可能性がある。
　つまり、当請負型施設外就労の取り組みが一般性を持つためには、法定
雇用率の制度にせよ、報酬制度にせよ、国の制度が足かせになっている印
象がある。報酬制度に関しては、高い報酬を志向することによって障がい
者と仕事や就労形態とのマッチングを軽視したりしないようにせねばなら
ないが、国の制度は、新たな就労形態として意味を持つ取り組みを支える
べきであるように思われる。
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　なお、施設外就労の直接的主体からすると、制度要因になると思われる
が、三重県が取り組みの意義を理解し、取り組みの促進や他地域への展開
を図る動きを示している。行政が後ろ盾になることの意義は大きいものの、
基本的なモデルという点では、伊賀市の取り組みは行政ありきで始まった
わけではない。基本モデルの必須要件とは言えないであろう。
　②地域要因
　地域要因としては、産業団地があることや地域に熱心な就労支援組織が
あること、企業と就労支援組織との距離が通うことができる程度であるこ
となどがあると思われる。地域によっては確保しにくいところもあろうが、
必ずしも伊賀市だけの特殊要因というわけではない。加えて、三重県から
は、地域的に伊勢神宮などもあるので、外部から人を受け入れやすい土地
柄で、多様性との親和性が高い地域であるとの話を伺ったが、当請負型施
設外就労の成立に関して、地理的・地域的要因は大きくないように思われる。
　③主体的要因
　【企業と就労支援組織の要因】
　請負型施設外就労が成立するためには、障がい者が戦力となることを企
業側が理解し、積極的に受け入れる姿勢を持つことが重要である。
　しかし、前向きの姿勢だけでは不十分であり、合理的配慮を軸とした企
業側の受け入れ態勢は重要である。それは、組織内の人間関係にも影響を
与え、直接雇用であれば障がい者の定着をも左右する。ただ、請負型施設
外就労では、受け入れ先企業での事前の研修を就労支援組織が行ってくれ
ることに加え、支援者が施設外就労ユニットに入って同行することによっ
て、企業側の受け入れ態勢が十分でなくとも、安心して受け入れることが
できる。この点は重要なポイントであるように思われる。したがって、重
要となるのは、就労支援組織側の問題意識と企業での就労を可能にするノ
ウハウである。
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　つまり、就労支援組織の中には、必ずしも工賃アップを優先的な課題に
していないなど、それぞれの施設の事情や考え方があり、企業との連携を
図れるわけではない。しかし、宮崎県中小企業家同友会クリーン事業部会
の取り組みのように15、地域に声をかければ、工賃向上を課題としている
組織は少なからずある。工賃向上の実績を示したり、障がい者が生き生き
と就労し、やりがいを持って働いている姿を伝えたりすれば、消極的な団
体も関心を示す可能性はあり、企業と就労支援組織との連携、就労支援組
織間の連携の可能性は高まると思われる。
　他方、維雅幸育会の松村氏が、企業に福祉の発想を理解させるのは容易
だが、福祉に企業の発想を理解させることは難しいとの印象を語ってくれ
た。福祉的観点は人々が持つ倫理的規範から価値合理的に導出されるもの
と言ってよく、その脈絡を理解しやすいし受け入れやすい。他方、企業は
利益を軸に目的合理的に業務等を組み立てるため、柔軟性に欠けたり、厳
しいという印象を与えたりすることもありうる。そこで、就労支援組織が
企業での就労の特性と必要なスキルを理解し、利用者を導くことができる
かどうかが重要になる。そのためには、企業での就業経験のある者を職員
として迎え入れたり、企業との密なコミュニケーションを重ねたりといっ
た努力が必要である。実際、村田氏は、維雅幸育会に企業側の考え方を丁
寧に解説したり、見積書の書き方まで指導したりしており、非常に重要な
役割を果たしてきている。
　【カリスマ的存在と代替可能性】
　なお、伊賀市での取り組みにおいては、他の企業とつながりがある㈱ミ
ルボンの村田氏の人柄が企業側の維雅幸育会への信頼や前向き姿勢を促す
一方、維雅幸育会の中心となっている奥西氏の人柄が寄付や協力を引き寄
15　拙稿「障がい者雇用におけるネットワーク的連携の意義」『横浜市立大学論叢』
人文科学系列 第68巻第2号、横浜市立大学学術研究会、2017年1月31日を参照の
こと。
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せている。
　事業の発足時や内包的発展のように大きな変化を示す場合には、いわば
カリスマ的人物が重要な役割を果たすことがよくある。カリスマ的存在と
いう人的要因がどの程度の影響要因であるかの量的指標は提示できないも
のの、重要な要因であるように思われる。
　しかし、一人の力でここまで来たわけではない。奥西氏によれば、現在
の請負型施設外就労の立ち上げに際しては、事業所であるふっくりあ現副
所長藤岡絵都子氏が中心となった一方、請負型施設外就労の拡大発展には、
2010年ころに藤岡氏の出産に伴って事業の責任者を引き継いだ菊田氏と現
副主任田原祐実氏が大きく貢献したとのことであった。
　したがって、就労支援組織と企業との双方における問題意識の高さとそ
れに基づく相互の積極姿勢、歩み寄り、事業を支える複数の社員・職員の
存在があれば、カリスマ的人物の欠落を補完する可能性はあるように思わ
れる。ただ、その場合、行政機関が果たす役割は小さくないと思われる。
つまり、企業と福祉は共通言語がなく、価値観や志向性が異なるとよく言
われる。どちらかが接触を試みても、連携がうまくいかないことも少なく
ない。その橋渡しをし、コミュニケーションを円滑に進めるためには、行
政という立場が有効であることもある16。行政がそのような役割を果たせば、
カリスマ的人物の欠落に対する代替措置になるように思われる。
6 ．結びに代えて
　上記のように、伊賀市の請負型施設外就労は、他の地域でも充足しやす
い要因が多いように思われるが、面的広がりを示すには、ある程度の規模
16　行政が企業と福祉団体やNPOとの橋渡しをする現代的必然性とその際の留
意事項については、拙稿「オープンイノベーションとしての協働～神奈川県の
事業に見るコーディネーターの意義と役割～」『横浜市大論叢』人文科学系列 
第67巻第1号〔中島清教授退職記念号〕、横浜市立大学学術研究会、2016年1月29
日を参照のこと。
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の企業が集積している必要がある。また、企業側・就労支援組織側の問題
意識については、どの地域でも必ずしも充足し得るとは言えない要因では
ある。ただ、前者については、産業集積地や産業団地として全国に見られ
る。また、業務の質を確保しつつコストの削減になるのであれば、企業に
とっては前向きに取り組めるものであるし、工賃向上や障がい者のやりが
いといった課題に積極的な就労支援組織も全国に少なからず存在する。
　ただ、国の制度については、請負型施設外就労の成立や広がりに対して
阻害要因として働いている面があることも指摘できる。様々なリスクを排
除しつつ、取り組みの促進になるような制度設計が望まれるように思われる。
　なお、訪問やヒアリング、訪問後の追加質問に丁寧にご対応下さった関
係者の皆様には感謝の念を禁じ得ない。ここに記して謝意を表することと
する。
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